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１. 経営戦略策定の趣旨

経営戦略の目的

　行橋市の水道事業は、昭和２６年に創設の認可を受けてから６０年以上が経過し

ました。油木ダム・今川の清流を水源とする行橋市の水道は、市民生活や事業活動、

都市機能を維持するため基盤施設として重要な役割を担っています。

　しかしながら、浄水場をはじめとする水道施設については、人口の急増等に起因

して水道水の供給が急務であった昭和４０年代から昭和５０年代にかけて築造され

たものであり、配水管の耐震化も含め、順次、老朽化した水道施設全体の更新をし

ていかなければならない時期を迎えています。このことに伴い、今後１０年間での

上水道施設の更新費用は、約７０億円以上かかると試算しており、その後も随時耐

用年数をむかえていく管路も発生するという現実があります。

　また、近年では異常気象により大規模な渇水に見舞われ、水源についても大きな

不安を抱えています。市民の生活に必要不可欠なライフラインでもある水道を持続

的・安定的に供給していくためには、長期的な視点で、施設や設備に関する投資と

その財源見通しを試算し、収支計画を立てて、経営健全化と経営基盤の強化に取り

組む必要があります。

　以上のことから、長期的な経営の基本計画である「経営戦略」を策定しました。

経営戦略の位置付け

　本経営戦略は、行橋市水道事業の今後の１０年間における経営の基本的な考え方

や、投資・財政計画を示したもので、他の既存計画等との関連は【図表１】のとお

りです。本市は平成３０年３月に『行橋市新水道ビジョン』を作成し、その中で、

基本方針と「安全」「強靭」「持続」の３つの基本目標をかかげ、目標達成のため

の取り組みを行っています。今回策定した『行橋市水道事業経営戦略』は、この基

本方針と目標を実現するための、長期的な方針・計画を、収支計画として具体的な

数値で示したものです。

【図表１】

行橋市が目指す方向性

水道事業が目指す方向性

長期的な方針・計画

(1)

(2)

具体的な施策

第５次行橋市総合計画

各施策・事業計画

行橋市水道事業経営戦略

行橋市新水道ビジョン
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経営戦略の計画期間

　本計画においては、長期的な視点から経営基盤の強化等に取り組むことができる

よう、令和３年度から令和１２年度までの１０年間を計画期間とします。

また今後、社会情勢の変化への対応や進捗状況の検証を図るため、随時フォローア

ップを行い、必要に応じて計画の見直しを行います。

２. 事業概要

事業の現況

① 給　　水

　本市の給水状況は【図表２】のとおりです。水需要の増加に対応するため配水管

拡張・整備を重ね令和２年３月には給水区域を市内全域に拡大し計画給水人口

６４，０００人、計画１日最大給水量２３，８００㎥として経営を行っております。

【図表２】

※有収水量密度・・・給水区域面積１haあたりの年間有収水量

② 施　　設

　本市は、行橋・矢留２箇所の浄水場【図表３】で１日最大２０，０００㎥の給水

体制をとっています。また、京築地区水道企業団から１日３，８００㎥の浄水受水

を受け、給水区域５１．０３㎢を賄っています。

　行橋浄水場は、水源の今川水系より伏流水を直接取水し、ポンプ加圧方式により

配水を行っています。

　矢留浄水場は、水源の今川水系の表流水を矢留貯水池に一時溜め、導水していま

す。浄水した水は、矢留山の配水池（３池合計貯水能力１３，０６０㎥）に送り、

標高約６０ｍの位置から自然流下で配水を行っています。

　管路については、創設当時７．１９kmだった延長は、令和２年３月末現在で

３８９．８７kmにもなりました。

法適用（全部・財務） 法適用企業 現在給水人口 56,184人

・非適の区分 （全部適用） 有収水量密度 0.78千㎥/ha

(3)

(1)

（令和２年３月末現在）

供用開始年月日 昭和28年5月1日 計画給水人口 64,000人
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【図表３】

行橋浄水場

伏流水（今川）

２，７２０㎥/日

ポンプ加圧方式

矢留浄水場

表流水（今川）

１７，２８０㎥/日

自然流下方式

6,000㎥・5,000㎥・2,060㎥

各1池

浄 水 能 力 ：

配 水 方 法 ：

配 水 池 ：

水 源 ：

名 称 ：

水 源 ：

浄 水 能 力 ：

配 水 方 法 ：

名 称 ：

行橋浄水場

施設能力2,720㎥/日

矢留浄水場

施設能力17,280㎥/日

給水区域

凡 例

給水区域(市内全域)

行橋浄水場系給水区域

矢留浄水場系給水区域

矢留浄水場系給水区域

(R2.4～)

浄水場位置図

配管図

行 橋 市 全 区 域
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③ 料　　金

　本市の水道料金は、利用者の使用目的に応じた料金体系を設定する一方、使用

水量の増加に伴い従量料金単価が逓増する「用途別逓増制」を採用しています。

　この料金体系は、水源開発や施設拡張等に多額の費用を要することから、これ

に伴う費用を大口需要者の料金に反映させるとともに、節水意識を高めることで

水需要を抑制し、省資源化を図る環境観点から導入しているものです。

　水道料金は、公平妥当なもので、かつ、能率的な経営による適正な原価を基礎

とし、地方公営企業の健全な経営を確保することができるものでなければなりま

せん。また、単に既存の施設による給水のための原価を賄うだけでは十分ではな

く、施設の建設、改良、再構築が可能となるような、財政的基盤の強化を図りう

るものでなければなりません。

　本市では、以上のような考えに基づき適正な水道料金を適宜検討しております。

現在の本市の上水道料金表は【図表４】に示すとおりです。

消費税率の改定を除けば、直近の改定は平成１７年６月１日に実施されました。

【図表４】 令和元年１０月より（消費税率１０％）

共用
一世帯につき

８㎥まで
1,570

　９㎥～１５㎥ 200

　１６㎥～２５㎥ 210

　２６㎥～５０㎥ 220

　５１㎥～１００㎥ 240

　１０１㎥～５００㎥ 260

280

　５０１㎥～ 280

１㎥につき 575

演習１回５分ごとに 1,880

280

220

　５１㎥～１００㎥ 240

　１０１㎥～５００㎥ 260

　５０１㎥～ 280

　２０１㎥～５００㎥

200

　１６㎥～２５㎥ 210

　２６㎥～５０㎥

260

専用

一般用 8 1,570

　９㎥～１５㎥

　５０１㎥～

臨時用

湯屋用 200 19,900

工業用 500 99,500 　５０１㎥～

特別用
消火栓用

（税込）

種別
基本料金 超過料金（１月につき）

水量（㎥） 料金（円） １㎥につき（円）
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④ 組　　織

　本市水道事業を運営するための組織体制は、【図表５】のとおりです。

これまでの主な経営健全化の取り組み

　本市の水道事業では、平成２０年度に民間活用で下記の業務を委託しています。

〇　浄水場管理運転等業務 〇　収納業務

〇　検針業務　 〇　窓口業務

  また、令和元年度にアセットマネジメントの見直しを行い、水道施設の更新等を

計画的に行っています。

経営比較分析表を活用した現状分析

　経営比較分析表【図表６】は、経営及び施設の状況を表す経営指標を活用し、本

市の経営比較や他の類似団体との比較、複数の指標を組み合わせた分析を行い、経

営の現状及び課題を的確かつ鮮明に把握することが可能となります。

(２)

(３)

環
境
水
道
部
長

上
水
道
課
長

浄水場係

管理係

上水道係
【１名】 【１名】

【２名】

【３名】

【６名】

【図表５】
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３. 水道事業の現状と課題

水需要の状況

①給水人口の現状

　本市の人口は、令和元年まで微増減を繰り返しながら微増(約1,100人)(1.5%増)

していますが、国立社会保障・人口問題研究所（以下、社人研）の推計値によれば

今後減少すると予測されます。しかし、給水人口については、令和元年度までの給

水戸数が増加傾向であることや給水区域を市内全域へと拡大、専用水道の上水道移

管などの増加要因があるため、今後も緩やかな増加傾向が予測されます。

　◇行橋市の人口と給水戸数の推移

②水需要の見通し

　水需要（有収水量）についても令和元年度の年間有収水量は、渇水等の影響もあ

り減少はしましたが、長期的には給水人口の大幅な上昇は見込めないものの緩やか

な増加傾向になることが予測されます。

(1)

（人）

71981

72338
72195

72584
72698 72738

72602

72960
73157 73208

73058

21853

22465

23044
23237

23639
23990

24276

24831
25066

25246 25315

21000

22000

23000

24000

25000

26000

27000

28000

70000

70500

71000

71500

72000

72500

73000

73500

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

区域内人口(人)

給水戸数(戸)

（戸）
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料金収入の状況

①水道の有収水量と料金収入の現状

　本市の有収水量は、行橋駅周辺を中心とした区画整理事業や下水道事業の普及、

また市内でのミニ開発などにより増加したものと推察しており、それに併せて料金

収入も増加したものと考えらます。

有収水量と料金収入は微増傾向にあります。

※渇水により減少

②料金収入の見通し

　水道料金収入の今後の見通しについては、現行の料金体系を維持していくと仮定

した場合、給水人口の増減が水道料金等に大きく直結するため同様の傾向(微増)

を見込んでいます。

　ただし、今後人口減少が予測される中、可能な限り水道料金をあげることなく浄

水施設や供給設備を維持していくためには、今まで以上に普及率向上に向け普及率

の低い地域への接続勧誘などを積極的に行い、新しい地域への意向調査なども早急

に行う必要があると考えています。

(2)

5,138

5,270 5,300
5,371 5,368 5,339

5,427 5,469
5,540 5,574

5,487

1,101

1,137 1,145
1,160 1,157

1,183

1,207
1,216

1,233
1,243 1,235

1,020

1,045

1,070

1,095

1,120

1,145

1,170

1,195

1,220

1,245

1,270

1,295

1,320

1,345

1,370

1,395

4,000

4,200

4,400

4,600

4,800

5,000

5,200

5,400

5,600

5,800

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

年間有収水量(千㎥)

料金(百万円)税込み

（千㎥）
（百万円）
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頻発する水不足、渇水対策

　本市の水道事業は油木ダムを経由した今川からの取水と京築地区水道企業団から

の受水で構成されており、近年の異常気象により頻繁に渇水の危機に直面しており

ます。過去１０年の油木ダムの貯水量をみると平均的に６月が減少傾向にあるため、

対策会議を開き、市民への節水協力を促しているところであります。

　これまでにも対策として減圧給水やブロック化、水道企業団への増水支援等行っ

ってきましたが、今後は気象条件に左右されず、安定した安全なおいしい水を市民

に提供できるよう新たな水源確保に向けて検討していきます。

出典：福岡県HP「福岡県主要ダム貯水状況」

(3)

(1,000)

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

15,000

16,000

有効貯水量［１０３ｍ３］

月

油木ダム有効貯水量比較図

２００７（平１９）

２００９（平２１）

２０１９（平３１）

H22～Ｈ31(平均)
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施設の見通し

① 管　路

　令和２年３月末現在、配水管の全管路延長（約３８５km）のうち、布設後４０

年以上が経過している管路延長は、約７０km（１８．２％）であり、管路経年比

率の全国平均（平成２８年度）約１４．８％に比べてやや高い状況です。

　また、２０年から３９年経過した管路延長は約１６７km（４３．４％）であり、

今後もアセットマネジメント等を活用し、計画的に更新していきます。

(年)

② 浄水場

　矢留浄水場については、電気機械設備・構築物などの老朽化が著しいこと、施設

稼働率が高いことなどから、施設全体の見直しにより耐震化も含め更新が必要と考

えております。運用が滞ることが許されない施設のため、常に現状把握を心掛け、

より安全・安心な水道を構築していきます。

　行橋浄水場については、今後の人口予測や水需要を含め施設のダウンサイジング

や施設運用の変更も視野に入れ、方針を慎重に検討していきます。

　厚生労働省が推奨する水道広域化事業についても積極的な検討を行い、災害や渇

水時にも対応できる、柔軟な水道運用をできるよう努めてまいります。

組織の見通し

　水道事業を健全に経営していくためには、公営企業会計による適切な会計処理と

水道施設の適正な維持管理及び水質保全が必要であり、専門的な知識と経験が不可

欠です。各種研修会への参加、知識の蓄積、技術の継承など、組織力の強化に取り

組みます。また、民間委託といった官民連携を維持・進展させつつ、委託業務を監

督・指導する職員の知識や技術力の維持向上を図る必要があります。

(5)

(4)

0 40

148 167 70 (ｋｍ)

20
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４. 経営の基本方針

　水道の理想像とは、時代や環境の変化に的確に対応しつつ、水質基準に適合した

水が、必要な量、いつでも、どこでも、誰でも、合理的な対価をもって、持続的に

受け取ることが可能な水道といえます。

　行橋市の水道事業は、水道施設の老朽化に伴う更新工事等の増加や、料金収入の

大幅な増加が見込めないといった厳しい経営状況にありながらも安全性や安定性、

水道利用者のサービスの向上など取り組むべき課題を多く抱えております。

これらの課題を克服し、将来にわたって安全で安心できる水を安定供給できるよう

３つの基本目標【安全】【強靭】【持続】を設定し、事業を展開していきます。

【安全】 水道水の安全の確保

　水道原水の水質保全、適切な浄水処理、管路内及び給水装置における水質保持

【強靭】 確実な給水の確保

　老朽化施設の計画的更新、水道施設の耐震化、自然災害等によるバックアップ

　体制、近隣水道事業者との広域連携ネットワーク網の構築、新たな水源確保

【持続】 供給体制の持続性の確保

　健全かつ安定的な事業運営、水道に関する技術の継承・人材の育成、技術研修会

　への参加促進、浄水施設のダウンサイジング、中長期的人材配置
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５. 投資・財政計画（収支計画）

　本計画期間の事業推進するにあたっての１０年間の収支見通しを策定しました。

各年度においては、この長期的収支をベースに、各事業の進捗状況、収支の実績、

そのほか環境の変化等を踏まえ予算編成を行い、本計画の実現を目指します。

(1) 収支計画

　これまでの傾向から水需要の影響を受け、収益的収入は増加する見込みです。ま

た、収益的支出は、老朽化した施設の維持管理費用が高くなることから収益的収支

については微増減を繰り返す見込みです。

　資本的収入については国からの補助金や企業債を活用する予定です。資本的支出

は更新時期を迎える施設が多くなることから、事業費の増加を見込んでいます。

　企業債残高についても、今後老朽化施設等の更新事業での借入金が増えるので増

加すると見込んでおります。

(2) 今後の方針

　今後の水道事業会計の収支については、収入面では料金収入や口径別納付金など、

支出面では浄水費・窓口等業務委託などの運営費用は大きく変動しないと予測され

ます。ただし、施設や配管の維持・更新にかかる資本的支出は、材料費・人件費の

高騰の可能性も見込まれることや耐用年数をむかえて更新する時期が同時期に訪れ

ることから、経費増が想定されます。令和元年度時点において、経営状況は概ね安

定はしていますが、昨今のコロナ禍の状況により、今後、補助金等に影響を及ぼす

可能性も否定できず、計画が流動的となることも予想されます。ただ、上述の経費

がかかることは避けられない状況であり、楽観視できるものではないとの認識の下、

運営をしていく方針です。
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　　　　　　【図表６】

グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和元年度全国平均

全体総括

現在の経営状況は、比較的健全であると考えら
れます。

しかし、耐用年数を超えた埋設老朽管の布設替え、
浄水場など老朽化した施設の更新など多額の費用
が必要になると予想されます。

また、収入に関しては節水機器の普及や人口減少
社会の到来による給水量の減少が想定されます。

今後は、さらなる有収率の向上を目指し、コスト
削減、経費の抑制を図り、健全な経営状況の維持
を目指していきます。

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

累積欠損金はなく、経常収支比率は１００％を
超えており、現時点においては健全な経営状況で
あると言えます。

また、全国・類似団体との比較においても適切な
水準であるといえます。

次に施設の効率性を示す施設利用率は、全国・類
似団体ともに平均を上回っており、比較的有効に
施設が利用されていると思われます。

また、有収率においても、類似団体平均は上回っ
ていますが、全国平均をわずかに下回っているた
め、今後もさらなる向上を目指していきます。

2. 老朽化の状況について

　有形固定資産減価償却率は、類似団体平均及び
全国平均とほぼ同じ高い水準であり、施設の更新
時期を迎えていると考えられます。

施設利用率が高い分、消耗が進んでいる施設もあ
り、更新が必要であると言えます。

管路経年化率は、全国・類似団体の平均を若干下
回っており適切な事業規模を勘案し、施設を計画
的に更新していく必要があります。

2. 老朽化の状況

－

- 82.80 76.85 4,020 56,184 51.03 1,101.00 【】

70.06 1,046.49 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km2) 給水人口密度(人/km2)

法適用 水道事業 末端給水事業 A4 非設置 73,317

経営比較分析表（令和元年度決算）
福岡県　行橋市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

2.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 1.42 1.37 1.85 1.17 1.34

平均値 0.71 0.71 0.75 0.63 0.63

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 140.31 149.30 143.41 142.34 134.63

平均値 112.69 113.16 112.15 111.44 111.17

44.50

45.00

45.50

46.00

46.50

47.00

47.50

48.00

48.50

49.00

49.50

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 46.30 47.63 49.14 48.24 48.90

平均値 46.27 46.88 46.94 47.62 48.55

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 5.96 19.15 18.75 16.72 16.52

平均値 10.93 13.39 14.48 16.27 17.11

①経常収支比率(％)

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.54 0.68 1.00 1.03 0.78

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 582.64 1,054.02 737.30 514.02 946.81

平均値 346.59 357.82 355.50 349.83 360.86

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 144.02 140.76 142.12 155.56 161.99

平均値 312.03 307.46 312.58 314.87 309.28

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 139.18 146.98 141.32 141.36 132.35

平均値 105.71 106.01 104.57 103.54 103.32

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

180.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 147.68 140.12 145.81 146.02 156.23

平均値 162.15 162.24 165.47 167.46 168.56

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 75.52 76.38 74.08 77.81 79.49

平均値 59.34 59.11 59.74 59.46 59.51

82.00

84.00

86.00

88.00

90.00

92.00

94.00

96.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 89.81 89.58 93.55 89.62 86.12

平均値 87.74 87.91 87.28 87.41 87.08

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【112.01】 【1.08】 【264.97】 【266.61】

【89.80】【60.00】【168.38】【103.24】

【49.59】 【19.44】 【0.68】



様式第2号（法適用企業・収益的収支）

投資・財政計画

年　　　　　　度 平成３０年度 令和元年度

区　　　　　　分 （決算） （決算）

１． (A) 1,212,143 1,196,630 1,174,801 1,207,209 1,214,213 1,228,839 1,232,547 1,239,345 1,249,233 1,258,091 1,260,151 1,265,301 1,274,159
(1) 1,150,655 1,134,612 1,136,119 1,169,256 1,176,260 1,190,886 1,194,594 1,201,392 1,211,280 1,220,138 1,222,198 1,227,348 1,236,206
(2) (B)
(3) 61,488 62,018 38,682 37,953 37,953 37,953 37,953 37,953 37,953 37,953 37,953 37,953 37,953

２． 192,012 201,607 201,335 213,178 205,374 201,475 197,576 193,677 189,778 185,879 181,980 178,081 174,182
(1) 16,392 16,968 17,358 19,098 16,968 16,968 16,968 16,968 16,968 16,968 16,968 16,968 16,968

16,392 16,968 17,358 19,098 16,968 16,968 16,968 16,968 16,968 16,968 16,968 16,968 16,968

(2) 172,505 181,302 179,473 188,968 185,069 181,170 177,271 173,372 169,473 165,574 161,675 157,776 153,877
(3) 3,115 3,337 4,504 5,112 3,337 3,337 3,337 3,337 3,337 3,337 3,337 3,337 3,337

(C) 1,404,155 1,398,237 1,376,136 1,420,387 1,419,587 1,430,314 1,430,123 1,433,022 1,439,011 1,443,970 1,442,131 1,443,382 1,448,341
１． 960,127 1,012,376 1,065,609 1,142,770 1,124,323 1,147,323 1,169,006 1,174,729 1,184,891 1,194,540 1,199,540 1,204,536 1,179,736
(1) 84,443 91,855 88,349 93,837 93,837 93,837 93,837 93,837 93,837 93,837 93,837 93,837 93,837

40,338 41,669 42,079 42,957 42,957 42,957 42,957 42,957 42,957 42,957 42,957 42,957 42,957

44,105 50,186 46,270 50,880 50,880 50,880 50,880 50,880 50,880 50,880 50,880 50,880 50,880
(2) 493,751 518,720 575,134 605,220 597,866 602,134 605,085 608,176 612,931 617,198 620,291 623,380 596,673

47,939 45,935 45,546 45,501 46,048 46,550 46,909 47,281 47,837 48,339 48,712 49,084 46,186
58,224 59,528 60,104 60,040 60,136 60,446 60,702 60,627 60,862 60,884 61,065 60,905 61,129

374 477 482 481 482 484 486 486 488 488 489 488 490
387,214 412,780 469,002 499,198 491,200 494,654 496,988 499,782 503,744 507,487 510,025 512,903 488,868

(3) 381,933 401,801 402,126 443,713 432,620 451,352 470,084 472,716 478,123 483,505 485,412 487,319 489,226
２． 26,386 26,199 24,391 22,882 25,415 25,074 24,730 24,386 24,045 23,704 23,340 22,956 22,498
(1) 25,675 25,500 24,390 22,881 24,644 24,294 23,944 23,594 23,244 22,894 22,524 22,134 21,724
(2) 711 699 1 1 771 780 786 792 801 810 816 822 774

(D) 986,513 1,038,575 1,090,000 1,165,652 1,149,738 1,172,397 1,193,736 1,199,115 1,208,936 1,218,244 1,222,880 1,227,492 1,202,234
(E) 417,642 359,662 286,136 254,735 269,849 257,917 236,387 233,907 230,075 225,726 219,251 215,890 246,107
(F) 19 640 2 19 19 19 19 19 19 19 19 19
(G) 1,107 3,005 2,273 2,273 3,005 3,005 3,005 3,005 3,005 3,005 3,005 3,005 3,005
(H) △ 1,107 △ 2,986 △ 1,633 △ 2,271 △ 2,986 △ 2,986 △ 2,986 △ 2,986 △ 2,986 △ 2,986 △ 2,986 △ 2,986 △ 2,986

416,535 356,676 284,503 252,464 266,863 254,931 233,401 230,921 227,089 222,740 216,265 212,904 243,121
(I) 2,505,923 2,341,600 2,341,600 2,544,668 3,160,016 3,741,003 4,306,128 4,864,610 5,419,482 5,967,399 6,516,656 7,060,073 7,546,999
(J) 3,392,592 3,319,587 3,319,587 3,319,587 3,319,587 3,319,587 3,319,587 3,319,587 3,319,587 3,319,587 3,319,587 3,319,587 3,319,587

208,555 75,676
(K) 660,013 350,609 350,609 350,609 350,609 350,609 350,609 350,609 350,609 350,609 350,609 350,609 350,609

63,062 68,124 68,000 72,000 74,000 76,000 77,000 81,000 87,000 94,000 103,000 111,000 119,000

589,088 271,712 274,585 274,709 270,709 268,809 266,609 265,709 261,809 255,609 248,709 239,809 231,609
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 1,212,143 1,196,630 1,174,801 1,207,209 1,214,213 1,228,839 1,232,547 1,239,345 1,249,233 1,258,091 1,260,151 1,265,301 1,274,159

(N)

(O)

(P)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

う ち 未 収 金
流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

そ の 他
支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)
特 別 利 益
特 別 損 失

修 繕 費
材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他
収 入 計

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費

そ の 他
営 業 外 収 益

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度



様式第2号（法適用企業・資本的収支）

投資・財政計画

(税抜き) （単位：千円）
年　　　　　度 平成３０年度 令和元年度

区　　　　　分 （決算） （決算）

１． 210,800 111,100 146,600 67,900 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000

２． 72,300 15,100 8,200 25,200 15,100 15,100 15,100 15,100 15,100 15,100 15,100 15,100 15,100

３．

４． 9,474 3,396 20,858 81,040 3,396 3,396 3,396 3,396 3,396 3,396 3,396 3,396 3,396

５．

６． 145,794 76,406 129,690 58,200 33,000 33,000 33,000 33,000 33,000 33,000 33,000 33,000 33,000

７．

８．

９． 79,400 63,130 56,623 28,500 28,500 28,500 28,500 28,500 28,500 28,500 28,500 28,500 28,500

(A) 517,768 269,132 361,971 260,840 179,996 179,996 179,996 179,996 179,996 179,996 179,996 179,996 179,996

(B)

(C) 517,768 269,132 361,971 260,840 179,996 179,996 179,996 179,996 179,996 179,996 179,996 179,996 179,996

１． 833,450 546,737 689,736 761,512 1,074,700 1,074,700 495,100 595,000 594,100 469,000 469,000 469,000 469,000

２． 43,228 63,062 68,124 72,495 74,313 76,020 77,015 77,091 75,271 74,159 78,490 81,777 86,043

３．

４．

５． 6,510 11,790

(D) 876,678 609,799 764,370 845,797 1,149,013 1,150,720 572,115 672,091 669,371 543,159 547,490 550,777 555,043

(E) 358,910 340,667 402,399 584,957 969,017 970,724 392,119 492,095 489,375 363,163 367,494 370,781 375,047

１． 358,910 340,667 402,399 584,957 969,017 970,724 392,119 492,095 489,375 363,163 367,494 370,781 375,047

２．

３．

４．

(F) 358,910 340,667 402,399 584,957 969,017 970,724 392,119 492,095 489,375 363,163 367,494 370,781 375,047

(G)

(H) 1,789,956 1,837,994 1,916,470 1,911,875 1,937,562 1,961,542 1,984,527 2,007,436 2,032,165 2,058,006 2,079,516 2,097,739 2,111,696

○他会計繰入金 （単位：千円） （単位：千円）
年　　　　　度 平成３０年度 令和元年度

区　　　　　分 （決算） （決算）

17,031 18,441 20,300 20,400 20,500 20,600 20,700 20,800 20,900 21,000 21,100 21,200 21,200

2,912 3,560 3,700 3,700 3,700 3,700 3,700 3,700 3,700 3,700 3,700 3,700 3,700

14,119 14,881 16,600 16,700 16,800 16,900 17,000 17,100 17,200 17,300 17,400 17,500 17,500

81,774 18,496 29,058 106,240 18,496 18,496 18,496 18,496 18,496 18,496 18,496 18,496 18,496

81,774 18,496 29,058 106,240 18,496 18,496 18,496 18,496 18,496 18,496 18,496 18,496 18,496

98,805 36,937 49,358 126,640 38,996 39,096 39,196 39,296 39,396 39,496 39,596 39,696 39,696

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計
資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

令和２年度 令和３年度 令和１２年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和１０年度 令和１１年度


